
流山市求人情報発信支援補助金交付要綱  

 （趣旨）  

第１条  この要綱は、市内の中小企業者等が人材の獲得・確保を目的と

して行う、求人情報の発信に資する取組に要する経費の一部に対し、

流山市補助金等交付規則（昭和４２年流山市規則第１４号。以下「規

則」という。）に基づき、予算の範囲内において、補助金を交付する

ために必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この要綱において「中小企業者等」とは、次の各号に掲げるい

ずれかの者をいう。  

（１）中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号

のいずれかに該当する者  

（２）法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第６号に規定する公

益法人等  

（３）その他前２号に準ずるものとして市長が認める者  

 （補助対象者）  

第３条  補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市内

に事業所を有し、補助金の交付を受けた後も市内において事業を継続

する意思がある中小企業者等であって、次の各号に掲げる要件を全て

満たすものとする。  

（１）求人する職種に係る事業を市内で引き続き１年以上営んでいるこ

と。  

（２）次条第１項第２号に規定する事業を通じて雇用した者については、

３年間は市内事業所で雇用する意思があること。  

（３）市税を滞納していないこと。  

（４）会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条若しくは第６４４

条の規定による清算の開始又は破産法（平成１６年法律第７５号）

第１８条第１項若しくは第１９条第１項の規定による破産手続開始

の申立てがなされていないこと。  

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による

更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）第２１条の規定による再生手続開始の申立てがなされていない

こと。  



（６）代表者（法人の場合はその役員を含む。）が流山市暴力団排除条

例（平成２４年流山市条例第２５号）第２条第３号の暴力団員等又

は同条例第９条第１項の暴力団密接関係者のいずれでもないこと。  

（７）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）に基づく許可又は届出を要する事業を行うもので

ないこと。  

（８）政治的活動及び宗教的活動を行うものでないこと。  

 （補助対象事業）  

第４条  補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、

補助対象者が市内の事業所で雇用するために次の各号に掲げる人材の

獲得・確保を目的に行う求人情報の発信に資する事業とする。ただし、

当該事業により求人をする職種は、流山市を所管する公共職業安定所

（職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第８条第 1 項に規定する

公共職業安定所をいう。）管内の規則第３条の申請の日前において公

表されている直近２カ月の常用的雇用の有効求人倍率が、２カ月連続

して１．０以上の職種であるものに限る。  

（１）就職情報媒体への求人情報の掲載事業及び合同企業説明会への出

展事業  

（２）成功報酬型人材紹介サービスを利用した雇用事業  

２  補助対象事業の実施期間及び規則第１２条に規定する実績報告の期

限は、次の各号に掲げるものとする。  

（１）前項第１号の事業については、規則第３条の申請をした日の属す

る年度（以下「交付申請年度」という。）の３月３１日（当該日が

土 曜 日 、 日 曜 日 、 国 民 の 祝 日 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 ２ ３ 年 法 律 第 

１７８号）に規定する休日及び流山市の休日を定める条例（平成元

年流山市条例第２３号）第１条第１項第３号に規定する日である場

合は、当該日の前の直近の開庁日）までに事業を完了し、及び実績

報告を市長に提出すること。  

（２）前項第２号の事業については、交付申請年度の１２月３１日まで

に契約期間を終え、当該事業により雇用に至らなかった場合にあっ

ては、当該年度の 1 月１５日までに変更等承認申請を市長に提出し、

市長の承認を得た上で、当該年度の 1 月３１日までに実績報告を提

出し、雇用に至った場合にあっては、当該年度の 1 月３１日までに



実績報告を市長に提出すること。  

 （補助対象経費）  

第５条  補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める経費（消費税及び地

方消費税を除く。以下同じ。）とする。ただし、国、県その他の団体

から当該経費について補助金等の交付を受ける場合は、当該経費から

その交付を受ける額を控除した額を補助対象経費とする。  

（１）前条第１項第１号に規定する事業  就職情報媒体への求人情報の

掲載料及び合同企業説明会への出展料  

（２）前条第１項第２号に規定する事業  成功報酬型人材紹介サービス

を利用して雇用した場合に当該サービスを提供する事業者へ支払っ

た成功報酬  

 （補助金の額）  

第６条  補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る額とする。  

（１）前条第１項第 1 号に規定する補助対象事業  補助対象経費の合計

額に３分の１を乗じて得た額（当該額に千円未満の端数が生じた場

合は、その端数を切り捨てた額）又は１０万円のいずれか低い方の

額  

（２）前条第１項第２号に規定する補助対象事業  補助対象経費の合計

額に３分の１を乗じて得た額（当該額に千円未満の端数が生じた場

合は、その端数を切り捨てた額）又は４０万円のいずれか低い方の

額  

２  第４条第１項各号に規定する事業について、併せて申請する場合の

補助金の額は、前項各号の補助金の額の合計額とする。  

 （手続）  

第７条  補助金の申請その他の規則で定める手続及び当該手続に使用す

る様式は、別表に定めるとおりとする。  

２  規則第３条の申請は、第２条各号の中小企業者等ごとに行うものと

し、１年度当たり１回限りとする。  

 （報告）  

第８条  補助金の交付を受けた者は、補助金対象経費を支払った事業者

から返戻金が生じ、又は生じると見込まれる場合は、速やかにこれを



市長に報告するものとする。  

２  市長は、前項の規定による報告を受けた場合は、当該報告をした者

に対し、期限を定めてその全部又は一部の返還を求めるものとする。  

 （交付決定を受けた者の協力）  

第９条  市長は、補助金を交付した後、当該補助金を交付した者に対し、

人材の獲得・確保を目的に行う求人情報の発信に資する事業実施後の

状況に関する報告その他の協力を求めることができる。  

 （委任）  

第１０条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定

める。  

附  則  

 この要綱は、公示の日から施行する。  

別表（第７条関係）  

手 続 の

区分  

使 用 す る 様 式

の名称  
添付書類  

様

式

番

号  

申請（規

則 第 ３

条）  

流 山 市 求 人 情

報 発 信 支 援 補

助 金 交 付 申 請

書  

（１）登記簿謄本の写し等市内で事業を営

んでいることが確認できる書類  

（２）従業員数及び雇用形態が確認できる

書類  

（３）市税に滞納がないことを確認できる

書類（市長が公簿等により滞納がない

ことを確認することに同意した場合を

除く。）  

（４）補助対象経費の算定根拠が分かる書

類  

（５）実施を予定する事業の内容が分かる

書類（利用する広告媒体における実際

の求人掲載画面又は合同企業説明会や

成功報酬型人材紹介サービスのパンフ

レット等）  

別

記

第

１

号

様

式  

javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);


（６）補助対象経費について国、県その他の

団 体 か ら 交 付 決 定 を 受 け て い る 場 合

は、その交付決定通知等の写し  

（７）その他市長が必要と認める書類   

決 定 通

知（規則

第６条） 

流 山 市 求 人 情

報 発 信 支 援 補

助 金 交 付 決 定

（申請却下）通

知書  

 

別

記

第

２

号

様

式  

変 更 等

承 認 申

請  

流 山 市 求 人 情

報 発 信 支 援 補

助 金 変 更 等 承

認申請書  

・変更内容が分かる資料   別

記

第

３

号

様

式  

変 更 等

承 認 決

定通知  

流 山 市 求 人 情

報 発 信 支 援 補

助 金 変 更 等 承

認決定（申請却

下）通知書  

 

別

記

第

４

号

様

式  

実 績 報

告（規則

第 １ ２

条）  

流 山 市 求 人 情

報 発 信 支 援 補

助 金 実 績 報 告

書  

（１）補助対象経費の支払いが分かる書類  

（２）事業の実施が分かる書類（利用した広

告媒体における実際に掲載した求人掲

載画面又は参加した合同企業説明会の

当日の写真や成功報酬型人材紹介サー

ビスを通じて雇用したことがわかるも

のなど）  

別

記

第

５

号

様

式  

javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);


（３）補助対象経費について国、県その他の

団 体 か ら 交 付 決 定 を 受 け て い る 場 合

は、その確定額が分かる書類  

確 定 通

知（規則

第 １ ４

条）  

流 山 市 求 人 情

報 発 信 支 援 補

助 金 交 付 確 定

通知書  

 

別

記

第

６

号

様

式  

交 付 請

求（規則

第 １ ５

条）  

流 山 市 求 人 情

報 発 信 支 援 補

助 金 交 付 請 求

書  

 

別

記

第

７

号

様

式  

 

javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);

